
令和６年２月 13日 

（2024年） 

 

常任委員会行政視察報告書 

 

委員会名 健康福祉常任委員会 

視察委員 
委員長 井口 直美 副委員長 中西 勇太  

委 員 梶川 文代、山根 建人、井上真佐美、清水 亮佑、白石 透 

視察期間  令和６年１月 31日（水）から２月１日（木）まで２日間 

視察内容等 

１ 視察先及び調査事項 

１日目 東京都中野区 児童相談所の運営について 

２日目 東京都港区 タブレット端末等を活用した遠隔手話通訳サー

ビスの取組について 

 

２ 視察調査の概要及び意見(中野区) 

⑴ 中野区の主な事業概要 

ア 子ども・若者支援センター（子ども家庭総合支援拠点） 

(ｱ) 総合相談（18歳未満の子供とその家庭に関する相談） 

   (ｲ) 若者相談（義務教育終了後から 40歳未満の若者とその家庭 

に関する相談） 

   (ｳ) 児童虐待相談（子ども家庭支援センター機能と児童相談所

機能を統合、一体的に運営することにより切れ目のない効果

的な相談、支援を実施） 

イ 児童相談所 

   (ｱ) 医学相談（児童精神科医等）、法的対応相談（弁護士）、児

童相談専門支援（児童相談ＳＶ） 

   (ｲ) 一時保護所の運営（定員 12名） 

   (ｳ) 施設入所（児童を施設や里親に措置） 

   (ｴ) 愛の手帳（療育手帳）の交付 

ウ その他 

    上記の説明のほか、複合施設（みらいステップなかの）内の図

書館等の見学 

 

⑵ 主な質疑内容 

  担当者からの説明の後、委員から次の質問があった。 

ア 子ども家庭支援センター機能に加え児童相談所を設立した理由 



及び経過について 

イ 児童相談所設立に係る区民からの反対意見の有無 

ウ 児童相談所の職員確保策及び人事交流について 

エ 複合施設によるメリットとデメリット（コスト面・事業運営 

面） 

オ 児童相談所設立前後での通報件数の増減 

カ 複合施設内において、民間委託を行っている箇所 

キ 夜間を含む警備体制及び夜間当番職員との連絡手段 

ク 複合施設内に一時保護所を設置しなかった理由 

ケ 転入・転出に係る他市（区）との連携方法 

コ 中学校と併設する複合施設を建設するために改正した条例 

 

⑶ 委員会としての所感 

ア 中学校に隣接する形で造られた複合施設「みらいステップなか 

の」に、斬新な発想と近代的な施設構造の素晴らしさを感じた。 

特に児童相談所は、センシティブな個人情報を扱う関係上、中学 

校、児童相談所、図書館などで施設の出入口を分け、フロアごと 

に機能を集約したり、通路や階段には中学生の作品を展示するな 

どの工夫が見られた。また職員の業務スペースをワンフロア化す 

ることで、連携の取りやすい構造になっていた。今後、本市の公 

共施設の新設、複合施設の在り方を考える上で参考になると感じ 

た。 

イ 児童相談所と子ども家庭総合支援拠点を一体化、教育センター 

を複合することで、不登校の問題や、市民からの虐待通報、様々 

な相談等に対して各部所が迅速に情報共有し、縦割りではなく横 

断的に対応ができる体制が構築されていた。これらの仕組みは本 

市でも大いに参考にすべきである。 

ウ 児童福祉司の配置数は人口当たりで決まっているが、子ども家 

庭総合支援拠点と一体化することで、児童虐待相談対応件数が増 

加し、専門職員を配置基準よりも上乗せして採用していること

や、職員確保策についての工夫を聞くことができ、参考になっ

た。 

エ 児童相談所は敷居が高く相談しにくいと区民に感じられる傾向 

があり、また児童相談所の職員が家庭に訪問すること自体にショ 

ックを受けられる親もいらっしゃるとの説明があった。他の相談 

機関と児童相談所では施設を利用することの重みが違うのだと感 

じた。 

 

３ 視察調査の概要及び意見(港区) 

⑴ 港区の主な事業概要 

ア 手話通訳サービス 

   (ｱ) 手話通訳者による手話通訳サービス（来庁した際に、配置

した手話通訳者による対面での手話通訳を提供） 



(ｲ) タブレット端末等を活用した遠隔手話通訳サービス（各地区

総合支所等にタブレット端末を配備し、区役所等の手話通訳者

が遠隔で手話通訳を提供する。さらに音声文字化機能、 

手書き機能も活用可能） 

(ｳ) ＱＲコードを活用した遠隔手話通訳サービス（区立施設の窓

口に設置したＱＲコードを自身のスマートフォンで読み取り、

スマートフォンのテレビ電話機能を活用して遠隔で手話 

通訳を提供） 

イ 港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の

利用の促進に関する条例 

ウ その他の聴覚障害者意思疎通支援事業 

(ｱ) 港区社会福祉協議会による手話通訳者の派遣 

(ｲ) 東京手話通訳等派遣センターによる手話通訳者・要約筆記者 

の派遣 

(ｳ) 代理電話サービス 

  

⑵ 主な質疑内容 

  担当者からの説明の後、委員から次の質問があった。 

ア タブレット端末利用時の通信環境の問題 

イ 港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の 

利用の促進に関する条例の制定後に拡充したサービス 

ウ 職員、議会に対する手話等の研修 

エ 災害発生時などにおいて障がい者が円滑に情報を取得できるた 

めの取組 

オ ＱＲコードを活用した遠隔手話通訳の利用可能範囲及び利用条 

 件 

カ 民間事業者への理解の促進に関する今後の課題 

キ 障害者福祉課以外でのＵＤトークの活用状況 

 

⑶ 委員会としての所感 

ア 港区役所では、開庁時間において手話通訳者が常時配置されて

おり、複数同時に手話通訳が必要になった場合でも、委託先の通

訳者とタブレットを介して遠隔手話サービスが利用できるよう工

夫されていた。こうした工夫によって、長時間待たせる、出直し

てもらうなど障がい者に負担がかかることのないように配慮され

ていると感じた。 

イ 港区では、遠隔手話通訳を行う企業と委託契約を結ぶ際に、遠

方にある企業を選んでいる。その理由は、都内で大災害が起きる

と都内にある企業も機能しなくなるためで、あえて遠方の大阪な

どの企業を選んでいるという説明を受け、災害時に対応できる体

制を整えることの必要性を感じた。 

ウ ＵＤトークを利用したサービスには音声文字化機能、手書き機

能もあり、実演を見学したが、音声の文字化も早く正確で、聾者



の方とのやり取りは手書きでも可能であるため便利だと感じた。

また外国語に対応しているので、福祉現場に加えて窓口のある幅

広い部局で利用できると感じた。本市でも利用の検討をしてほし

いと思う。 

エ 港区では、港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思

疎通手段の利用の促進に関する条例制定後、職員も手話の習得が

できるよう手話サークル等が出来たと伺った。初心者向けから上

級者まで習熟度によって分けているそうで、担当部署だけでなく

区役所全体で取組が広がっていることが素晴らしいと感じるとと

もに、本市でも参考になると感じた。 

オ 港区役所では、障がい者の就労支援、働く場の確保を目的とし

た福祉売店があると説明を受けた。売店には障がい者施設で作ら

れたクッキー、パン、手芸用品のほかに全国から取り寄せたアク

セサリー、積み木なども販売されていた。また重度障がい者の方

は、分身ロボット（オリヒメ）を使って自宅にいながら遠隔で販

売の仕事に参加していると伺い、障がい者の就労支援の拡充の参

考になると感じた。 

 


